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1. はじめ

 

 琵琶湖総管

わたり多数の

務時には，職

いう．）で防

巡視や水門等

排水機場の運

ぎ，水田など

害の防止及び

2013年の防

道路冠水によ

員の初期配置

の運転に支障

等が排水機場

わず全ての職

ができること

また，琵琶

ると長期間に

発生したポン

広範囲な移動

下「専門技術

限界があり，

応」を可能に

ステムを構築

 
 

 Ｉ

独立行政法人水

立行政法人水

月（平成25年）

高度化を目指

（以下「職員

年度（平成2
果及び2017年
務以外での利

ーワード 
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管では，沿岸域

の施設を維持管

職員及び継続雇

防災班を9班編

等の操作にあた

運転操作を行

どにたまった水

び軽減に努めて

防災業務時にお

よる通行止め等

置が不十分な状

障はなかったが

場の運転操作を

職員等による迅

とが課題となっ

琶湖総管におけ

に及ぶことが多

ンプ設備等の重

動を伴う中で，

術職」という．

「全ての職員

にする必要性が

築するに至った

ＣＴを

導入

水資源機構 琵

水資源機構琵

）の台風18号
指し，1)ＩＣ

員支援システ

9年度）より

年10月（平成

利活用及び他
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域の治水のた

管理している

雇用従事者（

編成し，職員等

たり，請負業

うことで琵琶
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ている． 

おいて，公共交

等により，請

状況が発生し

が，このよう

を行う必要が

迅速かつ安全
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多いため，長
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少人数の設備

）のみで全

員等による最

が浮き彫りと
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を活用し

入効果と

中

琵琶湖開発総合
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Ｔを活用した
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2.  システム概要 

 

琵琶湖総管で構築した職員支援システムは，次のとお

りである（写真-1）． 

 
写真-1 職員支援システム使用状況 

 
(1) 排水機場運転支援システム 

 これまでの排水機場の運転操作は，設備毎に写真や図

を多用し，専門用語を排除した紙媒体の操作マニュアル

を使用してきた．しかし，排水機場の運転操作は水門設

備と比較すると数多くの確認や移動，操作が必要となり，

年に数回，操作訓練を実施しているものの，専門技術職

以外は普段操作をしないため分かりづらく，また紙媒体

の操作マニュアルでは雨天時の使用にも問題があった． 

そこで，拡張現実（ＡＲ：Augmented Reality）を活用

し，タブレット端末を用いて画像と音声により操作や確

認，写真撮影等をナビゲーションすることで排水機場の

「迅速かつ安全・確実な運転操作」ができるシステムを

構築した．操作終了後には操作記録が自動で作成される． 

 

(2) 不具合対応支援システム 

 不具合対応支援システムは，インターネット回線を利

用し，現場（作業者）からの映像送信と音声による双方

向通信（6者同時）を行うことにより，支援者も不具合

発生現場の状況をリアルタイムで確認できるシステムで

ある．作業者のヘルメットに装着したヘッドマウントデ

ィスプレイ（以下「ＨＭＤ」という．）のカメラで捉え

た映像と音声は，支援者側のＰＣ・タブレット端末で共

有でき，これまで専門知識を有する専門技術職やメーカ

の熟練技術者等を現場に派遣せざるを得なかった不具合

内容についても本システムの導入により，遠隔地からの

作業指示で対応可能となった．     

本システムは，上述したように映像と音声により故

障・不具合情報の共有や作業指示を行うこととなるが，

ポンプ運転時の騒音により作業者側で音声が聞き取れな

い場合を想定し，支援者側から文字による指示も可能で

ある．また，ＨＭＤのカメラで撮影した静止画像を通信

上で共有することで支援者側から書き込みによる指示も

行うことができる．加えて，ＨＭＤのカメラに写った映

像を支援者側から遠隔操作し，写真撮影できる機能も有

している．さらに支援者側から図面等の資料送付が可能

であり，作業者が資料を持ち合わせていない場合でも支

援者から必要な資料を送付することで，不具合原因の究

明や不具合対応の確実性が向上する． 

 
 
3.  システム運用状況と導入効果 

 

 2017年4月から運用を開始した職員支援システムの防

災業務での運用状況及び導入効果は，次のとおりである． 

 

(1) 排水機場運転支援システム 

 排水機場運転支援システムの導入効果として，2017年

の防災業務時にポンプ運転ができない排水機場に対し，

本システムを使用した結果，操作漏れのブレーカを発見

し，排水機場の安全・確実な運転操作を行うことができ

た．また，別の排水機場では，新規採用職員2名での運

転操作にあたり，迅速かつ安全・確実にポンプ運転を行

うことができた（写真-2）． 

そして，その操作記録は自動作成され，操作報告書の

作成時間の大幅な短縮に繋がった． 

 

写真-2 新規採用職員による運転操作状況 

 

(2) 不具合対応支援システム  

不具合対応支援システムについては，同じく2017年の

防災業務時に排水機場スクリーン前面部に大量の流木が

集積した際，専門技術職が現地に向かわずとも現地班か

ら送信された画像等の情報により遠隔地から対応を指示

し，ポンプを停止するに至らず，運転を継続することが

できた（写真-3）． 

 

写真-3 流木集積時の対応状況 
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また，適宜

等が現場状況

り，現場まで

ク減に繋がり

 

 

4.  さらなる

 

 職員支援シ

作及び不具合

琵琶湖総管の

始以降，27年

いため，職員

化が懸念され

支援システム

練の主軸とし

ついて検討を

な業務で活用

 

(1) 建築工事

 琵琶湖総管

下「建築職」

な都度，関西

により積算や

な修繕は通常

2017年9月に

門知識が必要

発注当初は建

想定していた

間を勘案し，

取り入れるこ

建築職によ

より立会いが

の総務課員が

職は現地へ臨

を行った．立

テムを使って

の発生を防ぐ

項について遠

宜，琵琶湖総管

況の確認等に本

での移動時間の

り，その効果を

写真-4 防災

る利活用 

システムは，防

合に対応するた

の防災業務は1

年間で9回（20

員等のシステム

れる．そこで，

ム活用チーム」

して活動する

を行い，施工管

用していくこ

事 

管では2017年4

という．）が

西・吉野川支社

や監督を実施

常，琵琶湖総

発注した大規

要な材料確認や

建築職が監督員

たが，現地まで

試行的に不具
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よる確認が必要

が必要な場合に

がＨＭＤを装着

臨場せず，淀川
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ととした． 

4月以降，建築

が不在となり
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信状況 
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せ，システム操
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築担当の職員

，建築工事が

大阪市）の建

宿舎等における

で監督を行う

事においては

が必要であっ

地に臨場するこ
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システムの活
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である琵琶湖
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場状況の把握や

具合対応支援

注者の作業手

は判断が困難

断をすること

の班長

とによ

のリス

 

運転操

あるが，

管理開

に少な
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活用に
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建築職
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要望に

湖総管
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や確認

援シス

手戻り

難な事

とが可

能と

試

会い

建築

繋が

関

移動

対応

(2) 

 機

て，

おけ

督員

合対

1名の

認す

20

認を

き，

旅費

となった（写真

試行の結果，本

いのうち，8回

築職の移動時間

がった． 

関西管内の機構

動に時間を要す

応支援システム

写真

工場における

機械設備や電気

重要な機器や

ける段階確認を

員が工場に出向

対応支援システ

のみが工場へ

することとした

017年度は水門

を行った結果，

これまでと相

費の縮減及び業

真-5）． 

本工事において

回を不具合対応

間及び旅費の縮

構事務所におい

することから，

ムの活用は有効

真-5 遠隔地か

る段階確認 

気設備の工場製

や低入札の場合

を実施する．そ

向き検査を実施

テムを活用し，

へ出向き，残り

た． 

門設備の開閉装

カメラの映像

相違なく適正な

業務の効率化に

写真-6 工場

 

 

 

 

 

 

 

ては計12回の現

応支援システム

縮減による業務

いても琵琶湖総

建築工事に

効であると言

からの指示状況

製作を伴う機器

合，品質確保

その場合は通

施するが，試行

ＨＭＤを装着

りの監督員が遠

装置仮組立につ

像を通して数値

な検査を行う

に寄与した（写

場検査状況 

現地確認や立

ムで対応し，

務の効率化に

総管と同様，

おける不具合

える． 

 

況 

器更新におい

として工場に

常，複数の監

行として不具

着した監督員

遠隔地から確

ついて段階確

値等も確認で

ことができ，

写真-6）．

立

に

合

い

に

監

具

員

確

確

で
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(3) 抜き打ちパトロール 

工事現場の安全管理への利活用の一つとして琵琶湖総

管の安全協議会では不具合対応支援システムを活用し，

抜き打ちパトロールを実施した（写真-7）． 

ＨＭＤを装着した職員が現地へ行き，安全協議会委員

が総合管理所でＨＭＤからの映像を通し，受注者の不安

全行動を指摘した． 

このように少人数で実施する抜き打ちパトロールであ

りながら，多くの目で指摘できることから効率的なパト

ロールと言える．また，ＨＭＤ装着者を若手職員とし，

支援者（総合管理所）側から不安全行動を指摘すること

で，若手職員の安全教育ツールとしても期待できる． 

 

写真-7 抜き打ちパトロール状況 

 

(4) 事故等の確認 

広大な範囲を管理する琵琶湖総管では，湖岸堤や道路

等で交通事故や火災が発生した場合，管理者である機構

に連絡が入るよう所轄警察署や消防署等と連携している．

一報が入ると各管理所の職員が現場へ出向くが，警察や

消防等からの情報だけでは機構の管理範囲であるかどう

か不明な場合が多い．通常であれば，交通事故や火災が

発生した現場周辺の資料を持参し現地確認を実施するが，

近くを巡視していた職員が現場へ直行し，不具合対応支

援システムを活用し通信することで，管理所にいる職員

が資料を確認しながら機構の管理範囲であるか否かの早

急な判断をするとともに，現場で必要となる対応を判断

することができた． 

 

 

8.  まとめ 

 

 琵琶湖総管では，2013年の防災業務での課題を解決す

るために職員支援システムを構築・導入した． 

しかしながら，防災業務の頻度から職員等の本システ

ムの習熟度を維持できない恐れがあるため，所内で本シ

ステムの利活用について検討・試行した結果，業務の効

率化に繋がる利活用方法を数多く確認することができた． 

 

 

特に不具合対応支援システムについては，ＨＭＤのカ

メラがヘルメットに固定されていることで，支援者から

の指示を受けながら作業者はハンズフリーで作業ができ

ること，作業者のモニターには作業者自身の見ている状

況が映っており，支援者もその映像を確認しながら指示

ができ，リアルタイムで双方が確認し合いながら対応で

きる点がその他の類似システムと異なり，非常に有効で

あることが確認できた．立会い等で使用する場合にはＨ

ＭＤ装着者以外には支援者の音声が共有できない課題が

あるものの，琵琶湖総管の限られた人員の中で効率的か

つ適切な管理業務を行うには本システムは有効なツール

である．2018年度以降も引き続き，職員支援システム活

用チームの活動を継続しており，さらなる業務の効率化，

高度化を目指し，様々な業務へ利活用を検討している． 

このように，防災業務による課題から構築・導入した

職員支援システムであるが，防災業務に限らず用途は多

岐にわたり，不具合対応支援システムにおいては，移動

時間削減に伴う作業の効率化及びコスト縮減による効果

は大きい．また，排水機場運転支援システムについても

シナリオを応用することにより，直営点検や人材教育，

技術伝承等に活用できる． 

他事務所への展開の可能性については，琵琶湖総管の

ように広大な管理範囲かつ多数の設備を維持管理してい

る管理所等での本システムの利用は有効である．具体で

は，延長の長い水路施設の巡視やダム管理所での放流警

報時の巡視への利用，設備の直営点検などに活用できる

と考える．また，宿泊を伴うような移動距離が長い現場

への立会い等にも有効である． 

さらに，異常気象と言われる事象が頻繁に起こり，地

震・風水害など様々な自然災害が起こる昨今において，

不具合対応支援システムを用いて現地と各事務所，さら

に各支社・局や本社とが通信することで映像と音声によ

りリアルタイムで被災状況の把握や確認を行うことがで

き，大いに利活用の可能性を秘めていることから，機構

内で拡大導入されればさらなる発展が見込まれる． 

最後に，本システムは，国内における既設公共インフ

ラ施設の長寿命化や機能の最大活用が求められる中，限

られた人員体制による効率的かつ的確な操作・維持管理

を行う手段として幅広い分野への利活用の期待ができる

ものと高く評価され，平成29年度土木学会技術賞を受賞

したことを報告する． 
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